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❖練習問題❖	 政治（政治・外交）Politics

政 治 少数与党で政策実現できるか ⁉
 ── 野党との連携不可避な石破内閣

消滅可能性自治体が 4 割！
 ── 2050 年の日本の姿？ 

❖練習問題❖	 政治（政治・外交）
1 　日本の政治について、次の各問いに答えよ。
1　次のうち、石破茂内閣が打ち出した政策とはいえないものを選べ。
ア．防災立国推進閣僚会議　　　イ．地方創生2.0　　　　　ウ．「令和の日本列島改造」
エ．産官学の地方移転と創生　　オ．デジタル田園都市国家構想
2　次のうち、2024年6月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2024」（骨太の方
針2024）に盛り込まれた内容とはいえないものを選べ。
ア．三位一体の労働市場改革　　イ．共生・共助・女性活躍社会づくり　　ウ．DX
エ．スタートアップの支援　　　オ．インバウンドの排除
3　次のうち、「日本版CDC」といわれ、2025年4月に次の感染症危機に備えるための新たな専
門家組織として発足した機関を何というか。正しいものを選べ。
ア．国立健康危機管理研究機構　　イ．健康危機管理庁　　　　ウ．疾病予防管理機構
エ．保健安全保障庁　　　　　　　オ．内閣感染症危機管理統括庁
4　次のうち、マイナンバー制度及び関連事項に関する記述として、誤っているものを選べ。
ア．行政の効率化、国民の利便性の向上、公平・公正な社会の実現を目的とする。
イ．行政手続きにおける特定の個人を識別するための制度である。
ウ．住民票を有するすべての個人に10桁の番号が付与される。
エ�．健康保険証の廃止に伴い、マイナンバーカード（個人番号カード）をマイナ保険証として
利用することとなった。
オ．マイナンバーカードの有効期間は、発行の日から10回目の誕生日までである。
5　1966年に静岡県で発生した一家4人強盗殺人事件の犯人と疑われ死刑判決が確定したもの
の、2024年に再審で被告人の無罪が確定した事件として、正しいものを選べ。
ア．「通称・免田事件」　　　イ．「通称・島田事件」　　　ウ．「通称・松山事件」
エ．「通称・袴田事件」　　　オ．「通称・財田川事件」
6　改正民法の成立により、離婚後の共同親権が導入されることになったが、単独で親権を行
使できる場合をすべて選べ。
ア．子どもの利益のため急迫の事情があるとき　　イ．監護教育に関する日常の行為
ウ．子どもの財産を管理する権利義務　　　　　　エ．子どもが住む場所を指定する権利義務

2 　外交について、次の各問いに答えよ。
1　敵に攻撃を思いとどまらせるため、敵のミサイル発射拠点などを直接攻撃する力を何というか。
2　2024年12月に沖縄の基地負担軽減の一環として、沖縄の米海兵隊の一部移転が開始された
が、その移転先はどこか。
3　日本が、「グローバル戦闘航空プログラム（GCAP）」において、次期戦闘機を共同開発して
いる国はどこか。正しいものをすべて選べ。
ア．アメリカ　　イ．イギリス　　ウ．フランス　　エ．イタリア　　オ．ドイツ
4　2024年7月に日本とミクロネシア、メラネシア、ポリネシアの国々の首脳が参加して東京
で開催された会議を何というか。

◆解　答◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆
1 　 1　オ	 2　オ

3　ア	 4　ウ
5　エ	 6　ア、イ
1→オは岸田文雄前内閣の政策。
2→オはインバウンド誘客。

3→オは2023年9月に内閣官房に設置。
4→ウは12桁である。

2 　 1　反撃能力（敵基地攻撃能力）
2　グアム	 3　イ、エ
4�　太平洋・島サミット（第10回太平洋・島
サミット、PALM10）

本格的な学習に入る前の力試しとして練習
問題に挑戦し、今の自分がどれくらい社会
の動きを正確に把握できているか、現在の
『時事のモノ知り度』を客観的にチェックし
てみましょう。
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❖ニュース解説❖	 政治（政治・外交）
日本政治・行政の動向

石破茂内閣発足

自民党総裁選挙を5度目の挑戦の末に制した石破
茂氏が2024年10月に第102代首相に就任し、発足
した。しかし、同月衆議院を解散して実施された
衆議院議員総選挙では、自民・公明の連立与党が
議席を公示前に比べて大幅に減らし、過半数を割
り込んだ。このため、翌11月、第二次石破茂内閣
は政権基盤が弱い少数与党として発足した。
石破内閣が目指す政策

「令和の日本列島改造」を掲げ、「楽しい日本」を
実現するための政策を推進している。人口減少社
会に入る中、「地方創生2.0」や「産官学の地方移転
と創生」といった地域の活性化を図る。AI・デジタ
ル技術を活用し、地方の持続可能な生活インフラ
をつくることで、一極集中を是正し、多極分散型
の多様な経済社会を構築することを目指している。
※防災庁…災害対応の司令塔として2026年度中に設置
予定。2024年12月には第1回防災立国推進閣僚会議
も開催された。
マイナンバー制度（個人番号制度）

行政を効率化し、公正な社会を実現するための
制度。住民票を有する全ての人に12桁の番号が指
定され、申請により、氏名、住所などが記載され
たマイナンバーカードが交付される。2024年12月
には従来の健康保険証を廃止し、マイナンバーカー
ド（マイナ保険証）の利用が原則義務化された。

〔マイナンバーカードをめぐる制度改正〕
年月 内容

2021 年 3月 健康保険証として利用開始
（2024 年 12 月、カードに一体化）

2023 年 5月 カード機能をスマートフォン（Android）に搭載。
iPhoneも 2025年夏までに搭載予定

2025 年 3月 運転免許証を一体化
2026 年 3月

（予定）
外国人在留カードを一体化
国・地方自治体のシステム統一

2026 年度
（予定）

介護保険証を一体化。新マイナンバーカード
では性別表記を削除。氏名にローマ字を併記

日本外交

反撃能力（敵基地攻撃能力）

2022年12月に閣議決定された国家安全保障戦略
にその保有が盛り込まれた、ミサイル発射基地な
ど相手の領域内を直接攻撃する能力のこと。これ
に関連して、2027年度には防衛費を対GDP比で2％
とする方針も打ち出された。
沖縄のアメリカ海兵隊グアム移転開始

日本・アメリカ両政府は、沖縄県宜野湾市のア
メリカ軍普天間飛行場を名護市辺野古に移設する
とともに在沖縄海兵隊員約8,000人をグアムやハワ
イ、アメリカ本土に移転させる予定である。2024
年12月には第1段階として、隊員約100人のグアム
移転が開始された。

法律制定・改正

改正政治資金規正法

政治資金問題を受け、2024年6月と12月に改正
された。①政治資金収支報告書をデジタル化して
公開、②使途公開義務のない政策活動費を廃止、
③政治資金全般を監視するための第三者機関を国
会に設置、などからなる。なお、2024年の改正で
は企業・団体献金の禁止は見送られた。

〔改正政治資金規正法〕
項目 内容

議員などへの
罰則強化

・�政治資金収支報告書への「確認書」交付を義務
付け。
・�所属政党の政党交付金を減額する制度を創設。

政治資金
パーティー

・�パーティー券購入者の公開基準額を「20 万円
超」から「5万円超」に引下げ。
・�原則銀行振込。
・外国人によるパーティー券購入を禁止。

政治資金収支報告書 ・�デジタル化してネット上で公開。
政策活動費 ・�全ての政治団体の政策活動費を廃止。
第三者機関 ・�政治資金全般を監視する第三者機関を国会に設置。
個人献金 ・税優遇措置を検討。

重要経済安保情報・活用法

経済安全保障分野におけるセキュリティ・クリア
ランス（適性評価）制度を創設するための法律。政
府が保有する安全保障上重要な情報（通信、半導体、
鉱物資源など）にアクセスする必要がある者につい
て、身辺調査を行い問題がなければ情報を扱う資格
を与える。2025年5月施行。従来は、防衛・外交・
スパイ防止・テロ防止の4分野のみが対象だった。
改正民法

離婚後も父母双方が親権を持つ共同親権を可能と
する改正。1947年に離婚後の親権を一方に限ると
定めて以来初の変更で、これにより父母が合意すれ
ば共同親権となり、一方が単独親権を主張した場合、
家庭裁判所が単独親権にするか共同親権にするかど
うかを判断する。共同親権のもとでは、父母が話し
合って決めるのが原則だが、日常の行為や急迫の事
情がある場合、一方の親だけで判断できる。
改正食料・農業・農村基本法

食料安全保障の確保を基本理念の柱として位置付
け、食料安全保障を「良質な食料が合理的な価格で
安定的に提供され、国民が入手できる状態」と定義
した。輸出促進のため農産物の競争力を強化するこ
とやスマート技術を活用した生産性の向上に取り組
むことが盛り込まれている。2024年施行。
※食料供給困難事態対策法…食料危機に陥った際、政
府が米や小麦などを農家に増産・出荷調整等を要請
できるようにする法律。2025年4月施行。
フリーランス法（フリーランス・事業者間取引適正化等法）

取引上弱い立場に置かれやすいフリーランスを
保護し、多様な働き方の整備を図る法律。①業務
内容、報酬額等を書面かメールで明示、②仕事を
した後60日以内に報酬を支払うこと、③一方的な
報酬減額等の禁止、などからなる。

直近の社会情勢や過去の出題傾向を徹底的
に分析した上で、次の試験で狙われやすい
重要テーマをプロの視点で厳選し、背景知
識がない方でもスムーズに理解できるよう
丁寧に噛み砕いて解説しています。

キーワード中心の学習で、最小限の努力に
よる最大効率の暗記を実現！　試験で書け
る・選べるようになるための「核」となる言
葉に焦点を当て、反復学習のストレスを最
小限に抑えます。

勉強時間が足りないという焦りを感じてい
る受験生の方でも大丈夫。ポイントを絞っ
た解説と実戦的な構成により、限られた時
間の中でも自信を持って試験に臨めるだけ
の確かな実力が自然と身につきます。
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│確 認 問 題
【問題】　文中の空欄に適当な国名・語句・人名・数字をそれぞれ入れよ。ただし、各問題におい

て記号のない空欄には同じものが入る。
［　　政　　治
1 2024年10月、前月の自民党総裁選挙に勝利した（　　　）総裁が首相に選出され、（　　　）内閣
が発足した。

2 政府は「（　　　）2.0」と呼ばれる地域の活性化策を進めており、多極分散型の多様な経済社会の
構築を目指している。

3 マイナンバー制度では、住民票を有する全ての人に（　ア　）桁の個人番号が付与される。2024年
12月には従来の（　イ　）の発行を終了し、マイナンバーカードを（　イ　）として一本化した。

4 2022年12月に閣議決定された国家安全保障戦略では、日本が相手の領域内を直接攻撃できる（　
　　）を保有することを明記している。

5 2024年12月に改正された（　　　）では、政策活動費の廃止が盛り込まれた。
6 改正民法では、離婚後に父母双方が親権を持つ（　　　）を導入することができるとされた。
7 食料安全保障の確保を基本理念と定義する（　　　）が改正された。同法にはスマート技術の活
用などが盛り込まれている。

8 衆議院議員総選挙では、議席数の配分方式に人口をある数で割り、その商の小数点以下を切り上
げて議席数とする（　　　）方式が採用されている。

9 最高裁判所裁判官は、就任後最初の衆議院議員総選挙の際などに（　　　）を受け、その結果、
罷免を求める票が多数を占めれば、罷免される。

10（　　　）が改正され、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態が生じた際に国の指示権の発動が可
能になった。

11 2050年までに20～39歳の女性が半減する自治体は（　　　）自治体に位置付けられている。
12 地方税法に定める税目以外に条例により自治体が独自に課税する税を（　　　）といい、近年�
（　　　）として宿泊税を課す自治体が増加している。

13 ふるさと納税では、寄附者への返礼品に加え事務に関する経費も含めた総額を寄附額の（　　　）
割までとし、返礼品は地元の特産品に限定している。

（以下略）

【解答】
問題
番号 解答 参照

ページ
1 石破茂 2・3
2 地方創生 2・3
3 ア．12　　イ．健康保険証 2・3
4 反撃能力（敵基地攻撃能力） 2・3
5 政治資金規正法 3
6 共同親権 2・3
7 食料・農業・農村基本法 3
8 アダムズ 4・5
9 国民審査 5
10 地方自治法 5
11 消滅可能性 4・5
12 法定外税 4・5
13 5 5

（以下略）

わかったつもりを打破するために、各項目
に連動した確認問題を掲載。一問一答形式
で知識の精度を高めることで、頭の中の情
報を整理し、どんな問われ方をしても即座
に解答できる実戦的な応用力を養います。

重要テーマがまとまっているので、試験直
前の不安な時期でも、これを見直すだけで
ポイントを漏れなくカバーできます。最後
の1秒まで実力を伸ばし続けたいあなたの、
最強の味方となる総復習用コンテンツです。
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│実 践 問 題 � （解答・解説は p.30 〜 33）

【No.1】	 近年の日本の政治・行政に関する記述として最も妥当なのはどれか。
1　マイナンバーカードは、個人番号を証明する書類や本人確認の際の公的な本人確認書類と
して利用でき、2024年12月からはカードを原則、保険証として利用することとなった。
2　2024年12月、政治資金規正法などが改正され、企業・団体献金が廃止された。
3　民法が改正され、婚姻関係にある夫婦が別々の姓を名乗る選択的夫婦別姓制度が導入され
ることになった。
4　トランスジェンダーの人が戸籍上の性別を変える際に手術が必要だとする法律の規定を巡
り、最高裁判所は2023年10月、生殖機能をなくす手術を求める規定を合憲と判断した。
5　旧優生保護法下で不妊手術を強制された被害者らが国に損害賠償を求めた訴訟について、
最高裁判所は、旧優生保護法を憲法違反とは判断せず、国の賠償責任を否定した。

【No.2】	 日本の安全保障に関する記述として最も妥当なのはどれか。
1　武力行使の3要件のうち1つでも該当すれば、集団的自衛権を行使できる。
2　相手の領域内を直接攻撃する反撃能力（敵基地攻撃能力）は保有していない。
3　国家安全保障戦略の改定に伴い、PKO参加5原則を撤廃した。
4　日本は、アメリカ・中国・インドとQUADの枠組みに加わっている。
5　防衛力整備計画では、必要な防衛費を2023年度からの5年間で約43兆円としている。

【No.3】	 裁判員制度に関する記述として最も妥当なのはどれか。
1　裁判員は、選挙人名簿のうち、40歳以上の有権者からくじで選出される。
2　裁判員裁判の対象となるのは、地方裁判所で扱う刑事事件と民事事件の第一審である。
3　裁判員3人と裁判官6人の合議体で評議を行い、有罪・無罪の事実認定と量刑を審理する。
4　裁判員は、証人や被告人に対して質問することはできない。
5　裁判員には生涯守秘義務が課せられ、違反した場合には刑罰が科せられる。

【No.4】	 我が国の選挙制度に関する記述として最も妥当なのはどれか。
1　参議院の定数は248人であり、100人が都道府県単位の選挙区選挙で、148人が全国を11 の
地域（ブロック）に分けた拘束名簿方式の比例代表選挙で選出される。
2　選挙運動に際して戸別訪問をすることは認められているが、インターネットを利用した選
挙運動は認められていない。
3　比例代表選挙では、アダムズ方式によって各党に配分される議席数が決定する。
4　投票日当日の投票時間は、原則として午前7 時から午後8 時までであり、選挙期日より前
であっても一定の事由があれば、期日前投票をすることができる。
5　「一票の格差」は、最高裁判所の判決では最大2.0倍を超えるものを違憲と判断している。

【No.5】	 我が国の地方自治に関する記述として最も妥当なのはどれか。
1　地方公共団体の事務は、地方公共団体自らの判断と責任で行う自治事務と、国の指導・監
督を受けて行われる機関委任事務に大別される。
2　国庫支出金は、地方公共団体間の財政格差を是正するため、使途を限定せずに国が国税の
一定割合を地方に配分する資金である。
3　複数の都道府県・市町村が境界を越えて、広域にわたる行政処理を行うために設立される
ものを広域連合といい、特別地方公共団体に分類される。
4　地方公共団体は、国の許可を得た上で地方債を発行することができるが、その目的は災害
復旧事業などに限定される。
5　2000年代半ばに、税源移譲、市町村合併の推進、補助金の縮減を行う「三位一体改革」を推
進した結果、全国の市町村数は半減した。

本試験の出題傾向を精密にシミュレートした
実践問題に繰り返し挑むことで、単なる知識
の蓄積にとどまらない正解を導き出す力を多
角的に養成し、合格ラインを確実に突破でき
る揺るぎない実戦力を引き上げます。

ニュース解説ページと連動した実践問題で、
独学では紐解きにくい複雑な最新制度も構
造的に理解でき、インプットした情報をそ
のまま得点へと直結する生きた知識として
定着させられます。
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解答・解説

【No.1】	 正答	 1　〈p.2・3参照〉
1　正しい。マイナンバーカードを保有して
いない（マイナンバーカードの健康保険証
利用登録をしていない）人には、現行の健
康保険証の有効期限内に「資格確認書」が申
請によらず交付され、これを利用できる。
2　誤り。2024年12月の改正法では、企業・
団体献金は廃止されていない。政治団体
の政策活動費の廃止が盛り込まれた。
3　誤り。日本では選択的夫婦別姓制度は、
家族の絆が不安定になる、子の姓の安定
性が損なわれるなどの理由で、現在のと
ころ導入されていない。
4　誤り。最高裁判所は「意思に反して体を
傷つけられない自由を制約しており、手
術を受けるか、戸籍上の性別変更を断念
するかという過酷な二者択一を迫ってい
る」として憲法違反であり、無効と判断し
た。法律の規定を最高裁が憲法違反と判
断するのは戦後12例目。
5　誤り。最高裁は、旧優生保護法を憲法

違反と判断し、国の賠償責任を認めた。
法令を最高裁が憲法違反と判断するのは、
肢4の法律の規定に続き戦後13例目。

【No.2】	 正答	 5　〈p.3・11・13参照〉
1　誤り。武力行使の3要件とは、①日本の
存立にかかわる明白な危険がある、②ほ
かに適当な手段がない、③必要最小限の
実力行使に限る、であり、3要件すべてに
該当する場合にのみ集団的自衛権の行使
が可能になる。
2　誤り。2022年12月の国家安全保障戦略
の改定に伴い、日本に対する武力攻撃が
発生し、その手段として弾道ミサイル等
による攻撃が行われた場合、武力行使の
3要件に基づき、相手の領域において、日
本が有効な反撃能力（敵基地攻撃能力）を
保有するとした。
3　誤り。PKO（国連平和維持活動）参加5
原則（①紛争当事者間で停戦合意が成立、
②受入れ国を含む紛争当事国が同意、③
中立的立場を厳守、④①～③の条件が満
たされない場合には撤収が可能、⑤武器
の使用は必要最小限に限る）は撤廃されて
いない。もっとも、集団的自衛権の行使

容認により形骸化している。
4　誤り。QUADは日本・アメリカ・オー

ストラリア・インドの安全保障協力の枠
組みである。中国に対抗するために形成
された。
5　正しい。防衛費は2027年度にはGDP（国
内総生産）比で2％となる予定である。

【No.3】	 正答	 5
1　誤り。18歳以上の有権者からくじで選
出される。なお、2022年3月までは20歳
以上だった。
2　誤り。殺人などの重大な刑事事件の第
一審が裁判員裁判の対象となり、民事事
件は対象とならない。
3　誤り。原則として裁判員6人と裁判官3

人の計9人の合議体で評議される。
4　誤り。質問することができる。
5　正しい。
（中略）

【No.4】	 正答	 4　〈p.4・5・36参照〉
1　誤り。参議院定数は248人だが、選挙区

選挙から148人、比例代表選挙から100人
が選出される。また、参議院選挙の選挙
区選挙は、原則として都道府県単位だが、
2か所（鳥取県・島根県、徳島県・高知県）
では、合区となっている。参議院の比例
代表選挙は全国を1単位とした非拘束名簿
方式であり、例外的に他の候補者に優先
して当選する特定枠も設定できる。
2　誤り。公職選挙法により、戸別訪問は

禁止されているが、インターネットを利
用した選挙運動は認められている。ただ
し、インターネットによる投票は認めら
れていない。
3　誤り。比例代表選挙では、ドント方式
によって各党に配分される議席数が決ま
る。アダムズ方式とは、2022年12月の改
正公職選挙法の施行により衆議院選挙で
導入された議席配分方式である。
4　正しい。
5　誤り。「一票の格差」とは、有権者の人
数が選挙区によって違うために、一票の
重みに差が出てしまうことをいう。2021
年10月実施の衆議院議員総選挙では最大
2.08倍、2022年7月実施の参議院議員通常
選挙では最大3.03倍で、いずれも最高裁
は合憲と判断している。

間違えたり、記憶が曖昧だと感じたりした
ら、即座にニュース解説へ戻れるよう参照
先を明示しました。迷うことなく瞬時に知
識の再確認ができるため、復習のタイムロ
スを極限まで減らすことができます。

難解な専門用語は徹底的に噛み砕き、日常
的な言葉に置き換えて丁寧に解説していま
す。膨大な情報の中からここだけは外せな
いという核心部分を短く明快に整理してい
るため、本質がスッと頭に溶け込みます。
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用 語 集 ＆ デ ー タ 資 料
①　覚えておきたい用語

政　治
アナウンスメント効果 マスメディアが実施した選挙予測の報道が有権者の投票行動に影響を与えること。
ジェンダー 社会的・文化的につくられる性差のこと。
シャドーキャビネット イギリスで野党が政権交代に備えて準備する「影の内閣」のこと。
ダイバーシティ 性別・人種の違いに限らず、多様性を受け入れ、組織集団で力を発揮すること。
パブリックコメント 行政機関の政策決定に際し市民に意見や情報を求める仕組みのこと。意見公募手続き。

ポジティブ・アクション 積極的格差是正措置。社会的・構造的な差別によって不利益を被っている者に対し、一
定の範囲で特別の機会を提供することで、実質的な機会均等の実現を目指す措置のこと。

マニフェスト 選挙において、政党が掲げる公約。政権公約と訳される。
ロビイング 議会や政府の政策に影響を及ぼすことを目的として私的な政治活動を行うこと。

経　済
エンゲル係数 家計の消費支出に占める飲食費の割合のこと。
カーボンプライシング CO2の排出に価格を付け、排出量に応じて金銭的なコストを負担する仕組み。

キャッシュレス決済 現金を使わずにクレジットカードや電子マネー、スマートフォンのアプリなどの決済手
段を使って支払うこと。

ジニ係数 社会の所得分配の不平等を測る数値。0〜1で示され、1に近いほど格差が大きい。
スタグフレーション 不況下でありながら物価が上昇する現象。
ダイナミックプライシング 商品やサービスの需要に応じて、価格を変動させる「変動料金制」のこと。
デノミネーション 通貨の単位を一定の割合で切り下げ、新しい通貨単位に改めること。
デフレスパイラル 物価が持続的に下落して賃金・雇用が減少し、さらに景気が悪化する悪循環に陥ること。
ベーシックインカム 最低所得保障とも呼ばれ、すべての国民に、生活に必要な一定額を国が支給する制度。

経　営
アウトソーシング 企業が専門的能力・ノウハウをもった業者に外注すること。外部委託などと訳される。
アカウンタビリティ 企業が利害関係者に対し、事業に関する情報を開示し説明を行う責務（説明責任）。

インサイダー取引 上場会社の役員や会社関係者が株価に重要な影響を与える事実を知りながら、その事実
が公表される前に株式の取引を行うこと。

キャピタルゲイン 株式など元本の値上がりによって得られる利益のこと。
コーポレートガバナンス 効率的で健全な企業経営を実現するためのチェック体制のこと。企業統治と訳される。
コンプライアンス 企業及びその従業員が法令や各種規範などを守ること。法令遵（順）守と訳される。

サブスクリプション 定額料金を支払うことで、製品・サービスを一定期間利用することができる形式のビジ
ネスモデル。

ディスクロージャー 企業などが利害関係者に財務状況など各種情報を開示すること。情報開示と訳される。
デフォルト 元本の償還や借入金の返済が不能となる事態のこと。債務不履行と訳される。
デリバティブ 金融派生商品のこと。一般にハイリスク・ハイリターンの取引となる。
フィランソロピー 企業などが行う利他的・奉仕的な活動全般を指す用語。慈善活動などと訳される。

ペイオフ 金融機関が破綻した場合に、預金者 1人につき、元本 1,000 万円とその利息までを預金
保険機構が保護する制度。日本では2010年に初めて発動された。

メセナ 企業が資金を提供して文化・芸術活動を支援すること。文化の擁護などと訳される。
モラルハザード もともとは保険用語で、倫理性が欠如し、社会的責任が果たせなくなること。

CSR 利益貢献に加えて、企業に求められている環境への配慮、地域社会への貢献などのこと。
「企業の社会的責任」と訳される。

M ＆ A 企業を買収・合併すること。

TOB 買付けを予定している株数や価格などを公表し、不特定多数の株主から市場外で一括し
て買い付ける制度。株式公開買付けと訳される。

ESG 投資 環境、社会、企業統治の3つの要素に配慮した投資のこと。

合格に直結する重要キーワードのみを厳選
して収録。背景知識がなくてもスムーズに
理解できるよう、難解な専門用語を丁寧に
噛み砕いて解説しているため、初学者でも
着実に語彙力を養えます。

プロ厳選の頻出ポイントを平易な解説で迷
わず学習でき、短期間で合格に必要な得点
力を効率よく身に付けられます。初学者、
ニュースが苦手な方、何を覚えるかわから
ないという方、効率重視の方に最適です。
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⑦　全国の政令指定都市（2025年4月現在）　　　⑧　戦後の主な景気拡大局面（％）

⑨　直間比率の国際比較（会計年度）	 ⑩　国民負担率の国際比較

※日本は 2025 年度見通し、他は 2022 年実績。
出典：財務省資料

	 出典：財務省資料、総務省資料

⑪　日本の完全失業率の推移　　　　⑫　雇用形態別の雇用者構成比（2024年平均）

※その他は派遣、契約、嘱託など。
出典：総務省統計局「労働力調査」

	 出典：総務省統計局「労働力調査」

●
●

●
●

●

●

❶札幌市（北海道）
❷仙台市（宮城県）
③新潟市
❹さいたま市
⑤千葉市
❻川崎市（神奈川県）
❼横浜市（　〃　）
⑧相模原市（　〃　）
⑨静岡市
⑩浜松市（静岡県）

11名古屋市（愛知県）
12京都市
13大阪市
⑭堺市（大阪府）
15神戸市（兵庫県）
⑯岡山市
17広島市
⑱北九州市（福岡県）
19福岡市
⑳熊本市

❶❷など…人口100万人以上の都市
③⑤など…人口100万人未満の都市
（⑤人口は2025年3月現在）

❶

❷
③

⑤
❹

11121517

⑳
19

⑯
❻
❼
⑧13

⑭

⑩⑨

⑱

名称（期間） 実質
GDP

個人
消費

設備
投資

1人あたり賃金
名目 実質

いざなぎ景気
（1965年11月～ 70年7月）
� ＝4年9か月

11 .5 9 . 6 24 . 9 13 . 6
8 . 2

バブル景気
（1986年12月～ 91年2月）
� ＝4年3か月

5 .3 4 . 4 11 . 7 3 . 5
1 . 5

いざなみ景気
（2002年2月～ 08年2月）
� ＝6年1か月（戦後最長）

1 .6 1 . 0 2 . 9 − 0.2
−0 .2

アベノミクス景気
（2012年12月～ 18年10月）
� ＝5年11か月

1 .1 0 . 4 3 . 1 0 . 7
−0 .5

出典：『朝日新聞』
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試験直前まで手軽にチェックできる用語集
とデータ資料で知識を多角的に補強し、単
なる暗記ではない生きた実力へと昇華させ
ます。合格ラインを突破する「プラス1点」
を確実に引き寄せます。

狙われやすい最新の統計数値や、社会構造
の変化を裏付けるグラフ・図表を豊富に掲
載。文字だけでは捉えきれない最新トレン
ドを視覚的に整理して、本番の初見問題に
も対応できる鋭い分析力を磨き上げます。


